
 

別表（第３条関係） 

１ 協会が規定する責任共有対象制度の信用保証料率である年０．４５％から１．９

０％までの範囲内で中小企業者等ごとに定める信用保証料率（以下「基本保証料率」

という。）適用の保証制度の補給 

保証制度名 保証対象者 基準保証料率 

(1)小額融資保証保証制

度 

県特 

中小企業信用保険法第２条第３項に

定める小規模企業者（宿泊業及び娯楽

業については、従業員数２０名以下の

小規模企業者）であって、町内におい

て、申込日以前引き続き１年以上継続

して同一業種に属する事業を行ってい

るもの 

ただし、山形県商工業振興資金（以

下「県融資制度」という。以下同

じ。）を利用した場合に限る。 

基本保証料率の 30％ 

(2)商工業振興資金保証

制度第１項 

旧長期安定第２項 

中小企業信用保険法第２条第１項に

規定する中小企業者であって、一般関

係の無担保保険及び普通保険の要件を

満たし、経営安定資金又は災害対策資

金を利用した貸付を受けるもの 

基本保証料率の 20％ 

(3)商工業振興資金保証

制度第２項 

旧近代化資金保証

制度１－（３）商

工業振興資金 

中小企業信用保険法第２条第１項に

規定する中小企業者であって、一般関

係の無担保保険及び普通保険の要件を

満たす前記第１項、少額融資保証又は

小口零細企業保証以外のもの 

基本保証料率の 20％ 

(4)近代化資金保証制度 

経営承継関連 

経営の承継に伴い事業活動の継続に

支障が生じていることについて、県知

事の認定を受けた中小企業者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基本保証料率の 20％ 

(5)近代化資金保証制度 

特定経営承継関連 

事業所受けに伴う資金を調達する必

要が生じている中小企業者における経

営の承継の円滑化に関する法律（平成

２０年法律第３３号）の規定による認

定を県知事から受けた認定中小企業者

の代表者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基本保証料率の 20％ 

(6)近代化資金保証制度 

経営承継準備関連

（特例経営承継準

備関連を含む。） 

他の中小企業者の経営の承継に不可

欠な資産を取得する資金が必要な中小

企業における経営の承継の円滑化に関

基本保証料率の 20％ 



する法律の規定による認定を県知事か

ら受けた中小企業者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(7)近代化資金保証制度 

特定経営承継準備

関連 

事業承継に伴う資金を調達する必要

が生じている中小企業者における経営

の承継の円滑化に関する法律の規定に

よる認定を県知事から受けた認定中小

企業者等の代表者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基本保証料率の 20％ 

(8)高畠町中小企業振興

資金保証制度 

高畠町中小企業振興資金融資規程

（平成８年３月告示第２０号）第８条

による認定を受けるもの 

基本保証料率の 60％ 

(9)条件変更改善型借換

保証制度 

次の全ての要件を満たし、保証付き

既往借入金を借換える中小企業者 

(1) 保証申込時点において、協会の保

証付き既往借入金の残高があるこ

と。 

(2) (1)の既往借入金の全部又は一部

について返済条件の緩和を行って

いること。 

(3) 金融機関及び認定経営革新等支援

機関の支援を受けつつ、自ら事業

計画の策定並びに計画の実行及び

進捗の報告を行うこと。 

ただし、県融資制度を利用した場

合に限る。 

基本保証料率の 20％ 

(10)専門家派遣付長期

設備保証制度 

中小企業者で本制度の利用前に専門

家派遣を受けるもの 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基本保証料率の 20％ 

(11)事業承継サポート

保証制度 

以下の全ての要件を満たす新設持株

会社 

(1) 事業承継計画を策定しているこ

と。 

(2) 持株会社の発行済議決権株式総数

の３分の２以上を後継者が保有し

ていること。 

(3) 事業会社が中小企業信用保険法施

行令（昭和２５年政令第３５０

号）第１条第１項に定める業種に

属する事業を行っていること。な

お、事業会社が保証対象外業種を

基本保証料率の 20％ 



兼業している場合は、対象外とす

る。 

(4) 承継の対象となる事業会社におい

て、株式所有分散、評価高騰等の

要因により、事業承継計画基づく

事業承継の必要が生じているこ

と。 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(12)事業承継特別保証

制度 

次の(1)又は(2)に該当し、かつ、

(3)に該当するもの 

ただし、本制度を既に利用している

中小企業者は、１回目の保証日から３

年以内の申込みに限る。 

(1) 保証申込み受付日から３年以内に

事業承継を予定する事業承継計画

を有する法人 

(2) 協会が別に定める期間に事業承継

を実施した法人であって、事業承

継日から３年を経過していないも

の 

(3) 協会が別に定める決算に関する要

件をすべて満たしているもの 

ただし、経営者保証コーディネータ

ーの確認を受けた場合の保証料率は、

上限を１．１５％をとする。 

基本保証料率の 20％ 

２ 協会が規定する責任共有対象外制度の信用保証料率である年０．５０％から２．２

０％までの範囲内で中小企業者等ごとに定める信用保証料率（以下「基本保証料率」

という。）適用の保証制度の補給 

保証制度名 保証対象者 基準保証料率 

(1)小口零細企業保証制

度 

 常時使用する従業員の数が２０人

（商業・サービス業５人）以下の小規

模企業者（特定非営利活動法人（医業

を主たる事業とする小規模特定非営利

活動法人以外）を除く。） 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基本保証料率の 30％ 

３ 基準（固定）利率適用の保証制度の補給 

保証制度名 保証対象者 基準保証料率 



(1)近代化資金保証制度 

エネルギー対策 

省エネルギー施設又は石油代替エネ

ルギー施設の設置を行うため県知事の

認定を受けた中小企業者の代表者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基準利率の 1.15％の

20％ 

（年率換算 0.23％） 

(2)近代化資金保証制度 

海外投資関係 

海外直接投資実施するため県知事の

認定を受けた中小企業者の代表者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(3)近代化資金保証制度 

新事業開拓 

保証協会の認定を受け、新事業を行

うために借入を行う中小企業者の代表

者 

(4)近代化資金保証制度 

特定新技術事業活

動関連 

指定補助金等に係る成果を利用した

事業活動について、協会の新事業認定

審査会の認定を受ける中小企業者の代

表者 

(5)近代化資金保証制度 

  労働力確保関連 

雇用管理の改善計画について、県知

事の認定を受けた中小企業者の代表者 

基準利率の 0.85％の

20％ 

（年率換算 0.17％） 

(6)近代化資金保証制度 

中小小売商業関連 

商店街整備、店舗集団化、共同店舗

等整備、電子計算機利用経営管理又は

連鎖化事業を行う中小企業者の代表者 

(7)近代化資金保証制度 

中心市街地商業等

活性化関連 

主務大臣の認定を受けた特定民間中

心市街地活性化事業計画に従って特定

事業・中小小売商業高度化事業を実施

する中小企業者、特定会社、一般社団

法人及び一般財団法人（特定非営利活

動法人は対象外） 

(8)近代化資金保証制度 

中心市街地商業等

活性化支援関連 

特定会社、一般社団法人又は一般財

団法人であって、主務大臣の認可を受

けた特定民間中心市街地活性化事業計

画に従って中小小売商業高度化支援等

事業を実施するもの（特定非営利活動

法人は対象外） 

(9)近代化資金保証制度 

農商工等連携支援

関連 

主務大臣の認定を受けた「農商工連

携支援事業計画書」に従って、当該事

業を実施する中小企業者の代表者 

(10)近代化資金保証制

度 

経営革新関連（新

事業開拓保険利用

のもの） 

県知事の承認を受けた経営革新計画

に従って新商品の開発又は生産、新役

務の開発又は提供等の新たな活動を行

うことにより経営の相当程度の向上を

図る中小企業者の代表者 



(11)近代化資金保証制

度 

再挑戦支援 

経営状況の悪化により事業の廃止・

法人の解散を経験し、その後、５年以

内に再起業（認定特定創業支援等事業

に該当する場合６月以内）する者 

(1) 事業を営んでいない個人であっ

て、１月以内に事業を開始する具

体的計画を有するもの 

(2) 事業を営んでいない個人であっ

て、２月以内に新たに会社を設立

し、当該会社が事業を開始する具

体的計画を有するもの（認定特定

創業支援等事業に該当する場合６

月以内） 

(3) 事業を営んでいない個人であっ

て、事業を開始した日以後５年を

経過していないもの 

(4) 事業を営んでいない個人により設

立された会社であって、その設立

の日以後５年を経過していないも

の                                                                                                                                                                                                           

(5) (3)に規定する創業者であって新

たに会社を設立したもの（以下

「会社設立創業者」という。）

が、事業の譲渡により事業の全部

又は一部を当該会社に承継させる

場合であって、当該会社設立創業

者が事業を開始した日から起算し

て５年を経過していないとして、

創業者とみなされるもの(特定非営

利活動法人は対象外) 

基準利率の 1.00％の

20％ 

（年率換算 0.20％） 

(12)近代化資金保証制

度 

農商工等連携事業

関連 

主務大臣の認定を受けた農商工等連

携支援事業計画書に従って、当該事業

を実施する中小企業者の代表者（一般

社団法人、一般財団法人及び特定非営

利活動法人（中小企業信用保険法第２

条第１項第６号に該当するものを除

く。） 

基 準 利 率 1.15 ％ の

20％ 

（年率換算 0.23％） 

(13)近代化資金保証制

度 

創業関連 

次のいずれかに該当するもの（特定

非営利活動法人は対象外） 

(1)① 事業を営んでいない個人で、１

月以内に新たに事業を開始する

具体的計画のあるもの（認定特

定創業支援等事業に該当する場

合６月以内） 

保証承諾年月日が、平

成 31年 4月 1日以降の

場合 

 

基 準 利 率 1.00 ％ の

40％ 

（年率換算 0.40％） 



② 事業を営んでいない個人で、２

月以内に新たに会社を設立し、

事業を開始する具体的計画のあ

るもの（認定特定創業支援等事

業に該当する場合６月以内） 

③ 中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部

を継続して実施しつつ、新たに

中小企業者である会社を設立

し、かつ、当該新たに設立する

会社が、事業を開始する具体的

計画があるもの 

(2)① 事業を営んでいない個人が事業

を開始した日以後５年を経過し

ていないもの 

② 事業を営んでいない個人により

設立された会社であって、その

設立の日以後５年を経過してい

ないもの 

③ 中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部

を継続して実施しつつ、新たに

設立された会社であって、その

設立の日以後５年を経過してい

ないもの 

(3) 上記(2)①に規定する創業者であ

って、その事業の譲渡により、事

業の全部又は一部を当該創業者が

新たに設立した会社に承継させる

場合であって、当時創業者が事業

を開始した日以後５年を経過して

いないもの 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(14)近代化資金保証制

度 

  経営力向上関連 

中小企業等経営強化法（平成１１年

法律第１８号）第１７条に定める認定

を受けた経営力向上計画に従って経営

力向上事業を行うことにより経営能力

を強化し、経営の向上を図る同法第２

条第５項に掲げる特定事業者 

（特例経営力向上関連を含む。） 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基準利率の 0.85％の

20％ 

（年率換算 0.17％） 

(15)近代化資金保証制

度 

地域経済牽引事業の促進による地域

の成長発展の基盤強化に関する法律



地域経済牽引事業

関連 

（平成１９年法律第４０号）第１３条

に定める県知事の承認を受けた地域経

済牽引事業計画に従って地域経済牽引

事業を行う同法第２条第４項に規定す

る特定事業者（特例地域経済牽引事業

関連を含む。） 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(16)近代化資金保証制

度 

先端設備等導入関  

  連 

中小企業等経営強化法第５２条に定

める主務大臣の同意を受けた先端設備

等導入促進基本計画に従って、導入す

る設備について町長の認定を受けた中

小企業者の代表者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(17)近代化資金保証制

度 

  災害関係 

激甚災害に対処するための特別の財

政援助等に関する法律施行令（昭和３

７年政令第４０３号）で定める地域内

に事業所を有し、激甚災害を受けた中

小企業者の代表者 

基準利率の 1.00％の

30％ 

（年率換算 0.30％） 

(18)近代化資金保証制

度 

  経営革新関連 

県知事の承認を受けた経営革新計画

に従って新商品の開発又は生産、新役

務の開発又は提供等の新たな事業活動

を行うことにより、経営の相当程度の

向上を図る特定事業者（特定非営利活

動法人は対象外） 

基準利率の 0.85％の

20％ 

（年率換算 0.17％） 

(19)事業再生保証制度 法的な再建手続を行う中小企業者で

次の要件に全て合致するもの 

(1) 次の①又は②のいずれかに該当す

るもの 

① 再生事件又は更正事件が係属

しているもの 

② 民事再生法（平成１１年法律

第２２５号）第１８８条第１項

の規定に基づき再生手続終結の

決定を受けたもの（再生計画が

遂行された場合その他の経済産

業省令で定める場合を除く。） 

(2) 再生計画の認可又は更正計画の

認可の決定が確定した後３年を経

過していないもの 

(3) 次の①及び②のいずれにも該当

するもの 

① 金融機関及び取引先から取引

の支援が得られており、事業の

基準利率の 2.20％の

20％ 

（年率換算 0.44％） 



再建に合理的な見通しが認めら

れること。 

② 償還が見込まれること。 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

(20)事業再生円滑化関

連保証制度 

金融機関の支援が得られており、事

業の再建に合理的な見通しが認めら

れ、特定非営利活動法人を除き次の①

及び②のいずれかに該当するもの 

① 特定認証紛争解決手続により事業

再生を図ろうとするもの 

② 認定支援機関の指導又は助言を受

け事業再生を図ろうとするもの 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基準利率の 1.76％の

20％ 

（年率換算 0.352％） 

(21)小額融資保証制度 

特別小口 
中小企業信用保険法第２条第３項に

定める小規模企業者（宿泊業及び娯楽

業については、従業員数２０名以下

（商業・サービス業５人以下）の小規

模企業者）であって、県内において同

一業種に属する事業を継続して１年以

上行っている次の要件を満たすもの 

①  所得税（法人の場合は  法人

税）、事業税又は県民税若しくは

町民税の所得割（法人の場合は法

人税割）のいずれかについて保証

申込の日以前１年間に納期の到来

した税額があるもので、かつ、当

該税額を完納していること。 

② 特別小口による保証以外の保証を

受けていないこと。 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

※特定非営利活動法人であり、次の全

てに該当する場合は納税要件を満たさ

ないことから対象外とする。 

(1) 収益事業を行っていないことか

ら非課税となるもの 

(2) 寄附金や会費等収入のみで活動

を行っているもの 

(3) 収益事業を行っているが、認定

ＮＰＯ法人に対する税制優遇措置

の結果、納税額がないもの 

中小企業信用保険法第

2 条第 3 項第 1 号から

第 6号までの場合 

基準利率の 1.00％の

30％ 

（年率換算 0.30％） 

中小企業信用保険法第

2 条第 3 項第 7 号の場

合 

基準利率の 0.85％の 

30％ 

（年率換算 0.255％） 



(22)流動資産担保融資

保証制度（ＡＢＬ） 

流動資産（売掛債権・棚卸資産）を

自ら保有しているもの（棚卸資産を担

保とする場合は法人のみ） 

ただし、県融資制度を利用した場合

（根保証の場合は更新を含む）に限

る。 

基準利率の 0.68％の

20％ 

（年率換算 0.136％） 

 

(23)セーフティネット

保証制度 

中小企業信用保険法第２条第５項に

基づく認定の第１号から第４号まで及

び第６号のいずれかに該当し、町長の

認定を受けた特定中小企業者 

ただし、県融資制度（県新型コロナ

ウイルス感染症対応資金を除く。）を

利用した場合に限る。 

基準利率の 0.80％の

42.5％ 

（年率換算 0.34％） 

中小企業信用保険法第２条第５項に

基づく認定の第５号に該当し、町長の

認定を受けた特定中小企業者 

ただし、県融資制度（県新型コロナ

ウイルス感染症対応資金を除く。）を

利用した場合に限る。 基準利率の 0.68％の

42.647％ 

（年率換算 0.29％） 
中小企業信用保険法第２条第５項に

基づく認定の第７号及び第８号のいず

れかに該当し、町長の認定を受けた特

定中小企業者 

ただし、県融資制度（県新型コロナ

ウイルス感染症対応資金を除く。）を

利用した場合に限る。 

(24)東日本大震災復興

緊急保証制度 

東日本大震災に対処するための特別

の財政援助及び助成に関する法律（平

成２３年法律第４０号）第１２８条第

１項第１号又は第２号の規定に該当

し、町長の認定を受けた中小企業者 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

基準利率の 0.70％の

47.142％ 

（年率換算 0.33％） 

(25)危機関連保証制度 中小企業信用保険法第２条第６項に

基づき経営の安定に支障を生じている

ことについて町長の認定を受けた中小

企業者 

基準利率の 0.80％の

42.5％ 

（年率換算 0.34％） 



ただし、県融資制度（山形県新型コ

ロナウイルス感染症対応資金を除

く。）を利用した場合に限る。 

(26)スタートアップ創

出促進保証制度 

次のいずれかに該当する創業者及び

創業者である中小企業者を対象とす

る。 

(1) 事業を営んでいない個人であっ

て、２月以内（認定特定創業支援

等事業により、経済産業省令で定

めるところに支援を受けて創業を

行おうとする者にあっては、６月

以内）に新たに会社を設立し、当

該会社が事業を開始する具体的計

画を有するもの 

(2) 中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部を

継続して実施しつつ、新たに中小

企業者である会社を設立し、か

つ、当該新たに設立された会社

が、事業を開始する具体的事業計

画を有するもの 

(3) 事業を営んでいない個人により

設立された会社であって、その設

立日以後５年を経過していないも

の 

(4) 中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部を

継続して実施しつつ、新たに設立

された会社であって、その設立の

日以後５年を経過していないもの 

(5) 事業を営んでいない個人が事業

を開始した日以後５年を経過して

いない創業者であって、新たに会

社を設立したものが事業の譲渡に

より事業の全部又は一部を当該会

社に承継させる場合であって、当

該会社設立創業者が事業を開始し

た日から起算して５年を経過して

いないもの 

基準利率の 1.20％の

33.333％ 

（年率換算 0.40％） 

(27)長期借換保証制度 中小企業信用保険法第２条第５項に

基づく認定の第１号から第４号まで及

び第６号のいずれかに該当し、次の

(1)から(3)までのいずれにも該当する

町長の認定を受けた特定中小企業者 

基準利率の 0.80％の

31.875％ 

（年率換算 0.255％） 



ただし、県融資制度（県新型コロナ

ウイルス感染症対応資金を除く。）を

利用した場合に限る。 

(1) 原則として、申込み金融機関と２

年以上の与信取引があるもの 

(2) 申込み金融機関が当該中小企業者

に対し事業性評価を行い、実態を

把握しているとき。 

(3) 返済方法の変更や保証期間の延長

を行っていない正常返済中の協会

付け融資の保証債務残高があり、

長期資金に借り換えることにより

キャッシュフローが改善し、事業

の拡大、持続的発展に資する中小

企業者 

中小企業信用保険法第２条第５項に

基づく認定の第５号並びに第７号及び

第８号のいずれかに該当し、上記の

(1)から(3)までのいずれにも該当する

町長の認定を受けた特定中小企業者 

ただし、県融資制度（県新型コロナ

ウイルス感染症対応資金を除く。）を

利用した場合に限る。 

基準利率の 0.68％の

30.147％ 

（年率換算 0.205％） 

（２８）近代化資金保

証制度 

  創業関連 

(1)① 事業を営んでいない個人で、１

月以内に新たに事業を開始する

具体的計画のあるもの（認定特

定創業支援等事業に該当する場

合６月以内） 

② 事業を営んでいない個人で、２

月以内に新たに会社を設立し事

業を開始する具体的計画のある

もの（認定特定創業支援等事業

に該当する場合６月以内） 

③ 中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部

を継続して実施しつつ、新たに

中小企業者である会社を設立

し、かつ、当該新たに設立する

会社が、事業を開始する具体的

計画があるもの 

(2)① 事業を営んでいない個人が事

業を開始した日以後５年を経過

していないもの 

②事業を営んでいない個人により

設立された会社であって、その

保証承諾年月日が、平

成 29年 4月 1日から平

成 31 年 3 月 31 日まで

の間の場合 

基準利率の 1.00％の 

20％ 

（年率換算 0.20％） 



設立の日以後５年を経過してい

ないもの 

③中小企業者である会社であっ

て、自らの事業の全部又は一部

を継続して実施しつつ、新たに

設立された会社であって、その

設立の日以後５年を経過してい

ないもの 

(3) 上記(2)①に規定する創業者であ

って、その事業の譲渡により、

事業の全部又は一部を当該創業

者が新たに設立した会社に承継

させる場合であって、事業を開

始した日以後５年を経過してい

ないもの 

ただし、県融資制度を利用した場合

に限る。 

※特定非営利活動法人は対象外とす

る。 

 


